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１. 電力小売全面自由化の進捗状況について
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新電力のシェアの推移

 全販売電力量に占める新電力のシェアは、2021年3月時点では約19.5％。
うち家庭等を含む低圧分野のシェアは、約20.2%。

3（出所）電力取引報

［%］

※上記「新電力」には、供給区域外の大手電力（旧一般電気事業者）を含まず、大手電力の子会社を含む。
※シェアは販売電力量ベースで算出したもの。
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大手電力の域外進出

 大手電力（旧一般電気事業者）及びその100％子会社の域外進出も進展。直
近、2021年3月時点でそれぞれ約2.3％、約1.8%で、合わせると約4.1%。

 特に高圧分野においては、約4.7％、約2.9%で、合わせると約7.6%となっている。

（出所）電力取引報
※シェアは販売電力量ベースで算出したもの。
※「域内」「域外」は、（子会社にあっては親会社たる）大手電力の供給区域内外における販売電力量の実績を示す。

0%

※大手電力の100％子会社を除く。
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供給区域別の新電力シェア（全電圧合計）

 全面自由化以降、供給区域別の新電力のシェアは以下のとおり。

※シェアは各供給区域において、大手電力（旧一般電気事業者）以外の新電力の販売量を、供給区域内の全販売量で除したもの。
※上記「新電力」には、供給区域外の大手電力を含まず、大手電力の子会社を含む。 （出所）電力取引報
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 電圧別の新電力のシェアは以下のとおり。

電圧別の新電力シェア（供給区域別）
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※シェアは各供給区域において、大手電力（旧一般電気事業者）以外の新電力の販売量を、供給区域内の全販売量で除したもの。
※上記「新電力」には、供給区域外の大手電力を含まず、大手電力の子会社を含む。 （出所）電力取引報
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（参考）供給区域別・電圧別の新電力シェアの推移

※シェアは各供給区域において、大手電力（旧一般電気事業者）以外の新電力の販売量を、供給区域内の全販売量で除したもの。
※上記「新電力」には、供給区域外の大手電力を含まず、大手電力の子会社を含む。 （出所）電力取引報
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小売電気事業者の登録数

 小売事業者の登録数は増加を続けてきており、2021年6月末時点で727者。

 一方で、事業承継は95件、事業廃止や法人の解散は38件となっている。

※件数はすべて、月末時点の件数。

（出所）資源エネルギー庁調べ

小売電気事業者の登録数の推移［件］

4月 ７月 10月 １月 ４月 ７月 10月 1月 4月 7月 10月 1月 4月 7月 10月 1月 ４月 7月 10月 1月 3月 6月

登録件数 291 318 356 374 394 407 427 453 478 496 528 559 595 596 619 637 644 662 684 695 713 727

事業承継件数 0 3 3 3 6 6 8 10 18 22 24 28 32 55 59 61 67 72 82 84 89 95

事業廃止・
解散件数

2 4 4 4 7 8 8 9 9 10 11 12 12 15 16 16 20 25 27 33 35 38
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2021年1月19日 第29回電力・ガス基本政策小委
資源エネルギー庁【資料5】将来の電力・ガス産業の在り方について より抜粋



（参考）小売電気事業者の販売電力量（2021年3月）

電力調査統計 3-(1)表を基に資源エネルギー庁作成

 2021年3月の販売電力量は下記のとおり。
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（単位：1000kWh）



（参考）電気事業者の発電電力量（2021年3月）

電力調査統計 2-(1)表を基に資源エネルギー庁作成

 2021年1月の発電電力量は下記のとおり。
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（単位：1000kWh）

発電設備を所有する
電気事業者のみ掲載。
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（参考）自治体出資が確認できた新電力一覧

各社HP等の公表情報を参考に資源エネルギー庁作成

 HP等で公表されている情報から、自治体の出資が確認できた新電力については下記の75事業者。

令和3年5月17日確認時点

※令和3年5月17日時点の登録小売電気事業者数は721事業者。
※自治体から直接出資されていることが、事業者自身、自治体、または出資者の公表資料から確認できたもの。

東京エコサービス株式会社 新電力おおいた株式会社 一般社団法人塩尻市森林公社 株式会社西九州させぼパワーズ

一般財団法人泉佐野電力 公益財団法人東京都環境公社 株式会社ぶんごおおのエナジー 株式会社能勢・豊能まちづくり

北海道瓦斯株式会社 株式会社おおた電力 亀岡ふるさとエナジー株式会社 うべ未来エネルギー株式会社

株式会社中海テレビ放送 株式会社いちき串木野電力 ふかやeパワー株式会社 陸前高田しみんエネルギー株式会社

株式会社ジェイコムウエスト 南部だんだんエナジー株式会社 株式会社ところざわ未来電力 東広島スマートエネルギー株式会社

株式会社ジェイコム埼玉・東日本 こなんウルトラパワー株式会社 秩父新電力株式会社 株式会社岡崎さくら電力

株式会社ジェイコム札幌 株式会社CHIBAむつざわエナジー みよしエナジー株式会社 株式会社ながさきサステナエナジー

株式会社ジェイコム湘南・神奈川 奥出雲電力株式会社 株式会社karch 葛尾創生電力株式会社

株式会社ジェイコム千葉 株式会社成田香取エネルギー 株式会社かみでん里山公社 高知ニューエナジー株式会社

株式会社ジェイコム東京 ネイチャーエナジー小国株式会社 飯田まちづくり電力株式会社 かけがわ報徳パワー株式会社

土浦ケーブルテレビ株式会社 本庄ガス株式会社 銚子電力株式会社 穂の国とよはし電力株式会社

株式会社北九州パワー 大分ケーブルテレコム株式会社 株式会社美作国電力 株式会社ほくだん

株式会社ケーブルネット下関 横浜ウォーター株式会社 加賀市総合サービス株式会社

株式会社ジェイコム九州 スマートエナジー磐田株式会社 丸紅伊那みらいでんき株式会社

みやまスマートエネルギー株式会社 そうまIグリッド合同会社 グリーンシティこばやし株式会社

株式会社とっとり市民電力 いこま市民パワー株式会社 スマートエナジー熊本株式会社

ひおき地域エネルギー株式会社 長野都市ガス株式会社 福山未来エナジー株式会社

ローカルエナジー株式会社 Cocoテラスたがわ株式会社 株式会社ミナサポ

株式会社中之条パワー おおすみ半島スマートエネルギー株式会社 気仙沼グリーンエナジー株式会社

株式会社浜松新電力 久慈地域エネルギー株式会社 新潟スワンエナジー株式会社

株式会社やまがた新電力 松阪新電力株式会社 株式会社かづのパワー
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スポット市場価格の推移

 卸電力取引所における取引価格は2021年度は平均6.8円/kWhで推移中。

（出所）JEPXホームページ
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取引価格（スポット市場）

［円/kWh]

<2021年4月1日～2021年6月29日分>
［円/kWh]

2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

平均価格（円/kWh） 16.5 14.7 9.8 8.5 9.7 9.8 7.9 11.2 6.8
最高価格（円/kWh） 55 44.6 44.9 40.0 50.0 75.0 60.0 251.0 26.2

200円/kWh超えの時間帯 0 0 0 0 0 0 0 56 0
100～200円/kWhの時間帯 0 0 0 0 0 0 0 287 0

(参考)0.01円/kWhの時間帯※ 0 0 0 0 0 0 22 266 186



時間前平均価格
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時間前市場価格の推移

 時間前市場における取引価格は2021年度は、平均7.1円/kWhで推移。

（出所）JEPXホームページ

取引価格（時間前市場）［円/kWh]
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JEPX取引量（約定量）のシェアの推移

総電力需要量

JEPX取引量（約定量）のシェア

全面自由化後の卸取引市場の状況（取引量）

卸電力取引所の取引量は、小売全面自由化当初（2016年4月1日）には、総需要
の約2%であったのに対し、足元では約40%を超える水準で推移。

（出所）JEPX、電力取引報

2016年4月1日
（総需要の約2％）

足元では総需要の
約40％を超える水準

15※各事業者、各コマにおける買い約定量を合計（自社による間接オークション等、同一事業者が
同一コマにおいて売買共に約定した場合における、買い約定量が含まれる）。



各電力会社のスマートメーター導入計画（概要）

 高圧部門（工場等）については、平成28（2016）年度までで全数スマートメーター導入完了。

 低圧部門（家庭等）については、東京電力管内では令和2（2020）年度末までに導入完了。日本全体で
は、令和6（2024）年度末までに導入を完了する計画。

 また、全ての電力会社は、ＨＥＭＳ設置等に伴いスマートメーターの設置を希望する需要家や、小売全面自由
化後、小売電気事業者の切替を希望する需要家に対しては、スマートメーターへの交換を遅滞なく行うことを表
明（平成25年９月）。

北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州 沖縄

高圧
導入
完了

完了 完了 完了 完了 完了 完了 完了 完了 完了 完了

低圧
導入
完了

2023
年度末

2023
年度末

完了 2022
年度末

2023
年度末

2022
年度末

2023
年度末

2023
年度末

2023
年度末

2024
年度末



電力会社
（設置予定台数）

2021年
3月末時点
での設置

台数※１（万台）
及び設置率

H26
2014

H27
2015

H28
2016

H29
2017

H30
2018

R1
2019

R2
2020

R3
2021

R4
2022

R5
2023

R6
2024

北海道電力
（３７３万台）

２６２．６
７０．４％ 29/38 48/53 49/48 47/42 45/40 45/39 37 37 36

東北電力
（６７８万台）

４９２．０
７２．６％ 8/12 58/65 82/84 97/82 93/77 82/70 72/76 77 77 32

東京電力
(２,８４０万台※2)

２,８４０．０
１００％ 150/190 315/320 595/570 585/570 584/570 417/442 343/367

中部電力
（９５５万台）

７５９．２
７９．５％ 1/1 108/102 181/146 148/144 119/115 101/96 101/104 98 98

北陸電力
（１８５万台）

１２８．２
６９．３％ 15/15 22/25 25/25 24/23 23/22 19/19 20 19 18

関西電力
（１,３０９万台）

１,２２５．５
９３．６％ 154/160 174/170 210/170 182/170126/106※3 95/80※3 71/65※3 50※3 30※3

中国電力
（５０５万台）

３３８．２
６７．０％ 24/24 67/56 69/61 61/56 63/55 55/58 56 56 55

四国電力
（２６５万台）

１８４．６
６９．５％ 1/3 13/15 29/31 35/31 34/32 35/31 38/30 30 28 22

九州電力
（８６８万台）

６３０．２

７２．５％ 7/0 106/80 95/85 99/98 87/86 93/84※3 80※3 79※3 79※3

沖縄電力
（９１万台）

５６．０
６１．５％ 1/1 10/10 11/10 11/10 12/9 11/9 9 9 9 8

合計
６，９１７
８５．７％

314
/366 

744
/750 

1,350
/1,225 

1,296
/1,226 

1,198
/1,129 

960
/931

848
/851 457 433 251 8

各年度末のスマートメーター導入台数（2021年3月末時点）
（設置台数／計画台数（～2020年度）・設置予定台数（2021年度～）） 各社の計画 単位【万台】

※1 試験導入にて設置したスマートメーターを含む
※2 一部取替作業が困難な場所などを除く設置済み台数
※3 記載導入台数のほかに検定有効期間満了（検満）に伴うスマートメーターからスマートメーターへの取替を含む

各電力会社のスマートメーター導入計画
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 家庭用・産業用全体の電気料金平均単価は、第1次制度改革前(1994年度)に比べ、再
エネ賦課金と燃料費を除いた要素を比較すると、2020年度は約▲37％低下。

 ただし､東日本大震災以降､燃料費の増大と再エネ賦課金導入等によって、2010年度に
比べて約+15%上昇｡

［円/kWh］

大手電力の電気料金平均単価の推移（1990年度以降）

FIT賦課金・
燃料費以外の要素
▲6.7円/kWh

(▲37％)
(1994→2020)

大手電力１０社における電気料金平均単価の推移（家庭用・産業用の全体平均）

（出所）発受電月報、各電力会社決算資料を基に作成

※上記単価は、消費税を含んでいない。

※端数処理により合計した場合などに数値が一致しない場合がある。

全体平均
＋2.3円/kWh

(＋15％)
(2010→2020)
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発電部門の自由化

小売部分自由化(特別高圧)

小売部分自由化(高圧)

小売全面自由化



約15%
上昇

約14%
上昇

（円／kWh）

（出所）発受電月報、各電力会社決算資料等を基に作成

（年度）

原油CIF価格
(円／kl)

大手電力の電気料金平均単価の推移（2010年度以降）

約25%
上昇

約38％
上昇

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

再エネ賦課金
(円/kWh)

ー ー 0.22 0.35 0.75 1.58 2.25 2.64 2.9 2.95 2.98

原油CIF価格
(円/kl)

43,826 54,650 57,494 67,272 69,320 41,866 28,425 38,317 50,271 46,391 28,863

規制部門の
料金改定

ー ー 東京↗
北海道↗

東北↗ 関西↗
四国↗九州↗

中部↗
北海道↗
関西↗

ー 関西↘ 関西↘ 九州↘ ー

※北陸電力は、自由化部門のみの値上げを2018年4月1日に実施している。

※上記平均単価は、消費税を含んでいない。

（年度）

 東日本大震災以降、原子力発電所の停止等により、大手電力（旧一般電気事業者）の
値上げが相次ぎ、電気料金は大幅に上昇。

 震災前と比べ、2020年度の平均単価は、家庭向けは約14％、産業向けは約15％上昇。
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